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例えば 1991 年の税制改革においては，第 1 に所得税率引き下げ（限界税率
を 20％に一本化，勤労所得と資本所得を分離する二元的所得税制への移行および勤
労所得は 30％の比例定率），第 2 に法人税率引き下げ（57％から 30％へ，課税ベ


















1994 年には法人税率の引き下げ（30％から 28％へ），1995 年には所得税限界税
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図 スウェーデンの社会保障支出の対GDPの推移























スウェーデン政府により 1969 年に設置された家族専門委員会による 1972 年





















































地位向上を計画した。しかし 1987 年の報告書『Varannan damernas（ほかの
すべての女性のため）』では，経済状況の悪化という要因からも，女性をめぐる
状況の悪化を説明したのみであり，インパクトに欠けるものにとどまった。家
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） サポートストッキングは中年女性による団体であったため，自らを揶揄する団体名とした。
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1999 年 12月 19 日『重点的に推進すべき少子化対策の具体的実施計画』，い
わゆる「新エンゼルプラン」が 6大臣で合意された（大蔵，文部，厚生，労働，
建設，自治大臣）。少子化対策推進関係閣僚会議で決定された「少子化対策推進
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）「個々人の決定に特定の価値観を押し付けたり，プレッシャーを与えたりすることがあって
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